大学における技術移転活動に関する研究-米国における大学TLOの技術移転発展モデルの提案と検証及び日本の技術移転機関への適用- by 谷治 和文
大学における技術移転活動に関する研究-米国にお
ける大学TLOの技術移転発展モデルの提案と検証及
び日本の技術移転機関への適用-
著者 谷治 和文
号 50
学位授与番号 3627
URL http://hdl.handle.net/10097/37295
 き
/
 鵜・/
氏名
授与学位
学位授与年月日
 学位授与の根拠法規
学位論文題臼
 一米国における大学TLOの技術移転発展モデルの提案と検証
 及び田本の技術移転機関への適用一
指導教員東北大学教授井口泰孝
論文審査委員主査東北大学教授井口泰孝東北大学教授酉澤昭夫
 東北大学教授中島r郎東北大学助教授曹勇
やじかずふみ
谷治和文
 博士(工学)
 平成18年3月24目
 東北大学大学院工学研究科(博士課程)
 技術社会システム専攻
 大学における技術移転活動に関する研究
論文内容要旨
 第1章序論
 日本の大学における産学連携の中で歴史が浅く、日本の大学にノウハウが蓄積されてい
 ないものとして、大学研究成果の技術移転があげられる。米国のTLQでは、20年以上
 の歴史が有るのに対し、日本の技術移転機関は長くて7年程度となっており、日米の実績
 にも大きな差がある。目米で大きな差が開いている原因は、日本の技術移転機関において
 効率のよいマーケティング及び内部システムの構築のノウハウがなされていないことによ
 り生Cていることだと考えられる。
 本研究では、今後の日本の技術移転機関の参考とするために、全米の大学TLOにおい
 て共通に成り立つ一定の基本的な技術移転発展モデルを提案し、検証をすることを主目的
 としている。そして、本博士論文の最後の章において、その米国大学における技術移転発
 展モデルを参考とした上で今後の日本における技術移転発展キデルの検討を行い、その方
 向性を述べている。本研究における技術移転の発展とは、大学研究成果が民間企業へと移
 転をされ、製品化をされて社会的に貢献をしている際の社会貢献の程度の成長を意味して
 おり、製品化を果たすことによる社会における便利さなどの利用性の広がりを意味してい
 る。
 第2章先行研究レビューと技術移転発展モデルの提案
 (1)先行研究レビュー.
 米国大学における技術移転発展モデルの検討をする上で、その参考とするために米国大
 学における技術移転に関する研究の論文等の先行研究レビューを行っている。多くの論文
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 及び報告書を調査・した結果、代表的な、ものとして、Moweryの二つの研究論文をあげるこ
 とができた。これら二つの代表的研究論文をはじめとして、他の全ての研究論文において
 も、「なぜ各米国大学TLOが成長をし、米国全体としての技術移転が活性化されて成長を
 してきたかを研究」したものはなかった。つまり、本研究内容が新規のものであり、誰も
 研究をしなかった内容であることがわかった。
 (2)技術移転発展モデルの提案
 続いて技術移転発展モデルを提案する際のパラメーターの検討を行っている。多くのパ
 ラメーターが候補として挙げられるが、候補となるパラメーター一つ一つを検討した結果
 RunningRoyalty収入とAllO協erTypes収入が最適であることがわかった。そして・
 その二つのパラメーターを基に技術移転発展モデルを検討した結果、このモデルは図2-
 1のように表せることがわかった。
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 図2-1米国大学TLOの技術移転発展モデル
 ※(1)創成期→(2)発展期→(3)安定期と“RunningRoyahy","A110theyTypes"は増加している。
 (3)発展プ諏セスの提案
 創成期から発展期へのプロセスについては、まず大学TLOの内部システムがしっかり
 と確立をされた状態で、A110therTypes収入を生み出すマーケティン'グ活動をまず行い、
 そしてそのA110癒erTypes収入を生み出した発明の中からRunningRoya1糎収入を生
 み出す発明が生まれる活動を行うことにより最初にA110therTypes収入が生じ、そして
 徐々にRUB蚕ngRoyalty収入が増加をして発展期へと成長すると仮説をたてることができ
 る。
 発展期から安定期へのプロセスについても、R簸nni葺gRoya王旬収入を生み出した発明の
 中からヒット商品が生まれるようになり、大きなRu丑ningRoyalty収入を生み出す発明が
 複数生まれるようになる。そして莫大なRunningRoyalty収入を生み出し、安定期へと成
 長するものと仮説をたてることができる。
 (4)技術移転ライセンスサイクルの提案
 この技術移転発展モデルの基礎となる経営の部分での理想的な戦略と考えることができ
 る「技術移転ライセンスサイクル」について提案をする。このサイクルは、「発明相談件数」、
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 「特許出願件数」、「ライセンス件数」、「リインバースメント」、「ライセンス収入」、「出願
 経費」との間において成り立つサイクルであり、このサイクルが成り立つことが費用対効
 果を考えた理想的TLOの知財戦略と考えることができる。このサイクルはあくまでも技
 術移転発展モデルの基礎を支えるものと考えている。
 第3章米国大学孚LOの技術移転発展モデルの検証
 (1)米国大学TLOの選出と技術移転発展モデルの検証
 第2章において提案をした技術移転発展モデルとその発展プロセス及び技術移転ライセ
 ンスサイクルの検証を行うために、日本の大学TLOと比較をするのに適している条件を
 課して米国大学TLOを選出したところ11の機関が選出をされた。一それらの機関の
 R競mingRoya1鞭収入,及びAllO施erTypes収入の'91～'02の各年のデータをAUTM
 LicensingSurveyFu11Reportから抽出し、それらのライセンス収入データの推移から「創
 成期」、「発展期」、r安定期」へとわけ、それぞれの時期について技術移転発展モデルを検
 証した結果、すべての時期において技術移転発展モデル図2-1の考え方が成り立つこと
 がわかった。
 (2)発展プロセスの検証と更なる検討
 技術移転発展モデルの発展プロセスの検証と、そのプロセスにおける更なる検討を行う
 ために先の11機関のうちから4つの機関を選び、それら4つの機関のそれぞれを訪問し、
 インタビュー及びアンケート調査を行っている。そして、そのインタビュー&アンケート
 調査結果から、第2章において提案をした技術移転発展モデルの発展プロセスが成り立つ
 ことがわかると共に、その発展のプロセスである「創成期」→「発展期」において、発展
 を加速する大きな4っの要素、rUpfrontFee,Option,MilestonePayme痴等が入る契約
 の習慣」、「RunningRoyalty収入が必ず入る契約の習慣謹、「バイオメディカル主力だが、
 全分野においてライセンス活動」、「ミドルクラスの収入が入る契約を中心に活動」がある
 ことがわかり、さらに「発展期」→「安定期」において発展を加速する大きな2つの要素、
 「Runn沁gRoyalty収入が入る契約の習慣」、「バイオメディカルの分野においてホームラ
 ン特許が出易く、この分野を中心としたライセンス活動」があることがわかった。
 (3)技術移転ライセンスサイクルの検証
 加えて各11機関について、「発明相談件数」、「特許出願件数」、「ライセンス件数」、「リ
 インバースメント」、「ライセンス収入」、「出願経費」の'91～'02の推移を求め、技術移転
 ライセンスサイクルの検証をした結果、11機関全てにおいてこのサイクルが成り立つこ
 とがわかった。つまり、創成期、発展期、安定期の全ての時期においてこのサイクルが成
 り立つことがわかり、技術移転発展モデルの基礎を築いている、理想的な費用対効果を考
 えた知財戦略を示したサイクルであることがわかった。
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 第4章日本の大学技術移転機関における技術移転発展モデルの検討と今後の方向性
 この章では、日米の技術移転の違いを検討し、その違いが明らかになったところで、第
 3章において確立された米国大学技術移転発展モデルを参考として、日米の技術移転の違
 いを加味した上で、日本における技術移転発展モデルを検討すると共に、今後の方向性に
 ついて述べている。
 (1)日本の技術移転発展モデルの検討
 日米の技術移転の違いを検討するにあたり、現在の特許制度、大学のシステムの違いな
 どから明らかになる「日米の技術移転システムの違い」を検討し、続いて技術移転の現場
 から見た頃米の技術移転の違い」を知るために、日本の技術移転機関4機関を訪問し、
 インタビューを行っている。それに加え、4機関に関するRunningRoyal耀収入,AllOther
 Types収入の技術分野別のデータも調査している。これらの日米の違いの検討結果を米国
 技術移転発展モデルに加味し、濤本の技術移転発展モデルを検討した結果、以下のような一
 結論を得ることができた。
 準備期→創成期において、発展を加速する大きな6っの要素、「TLO内部システム整備」、
 「知財本部内部システム整備」、r知財本部+T!LO+大学の連携体制の整備」、「Upfro虚
 Fee,Option,MilstonePayment等が入る契約の習慣化」、r製品化の研究プラン策定の習
 慣化」、「大学・産業界.◆世論への啓蒙」があることがわかった。さらに、創成期→発展期
 において、発展を加速する大きな6っの要素、rUpfrontFee,Option,Miles右。丑ePay塗e加
 筆が入る契約システムQ習慣化」、「RunningRoyalty収入が入る契約の習慣化」、「費用対
 効果を考えた特許権譲渡」、「技術分野に偏りのないライセンス活動」、「製晶化への支援シ
 ステムの確立」、r大学・産業界・世論への啓蒙」があることがわかった。また、発展期→
 安定期において、発展を加速する大きな5っの要素、rRunningRoyalty収入が入る契約
 の習慣化」、「費用対効果を考えた特許権譲渡」、rバイオメディカルの分野においてライセ
 ンス活動強化」、「電気・IT・'機械・材料分野においてライセンス活動強化」、「製品化への
 支援システムの確立」、r大学・産業界・世論への啓蒙」があることがわかった。
 第5章結論
 本研究の結論として、各章において結論として出てきた結果を最終章においてまとめて
 いる。結論としては、米国技術移転発展モデルの研究の必要性、米国技術移転発展モデル
 の提案と検証、技術移転ライセンスサイクルの提案と検証、米国大学技術移転発展モデル
 の発展プロセス検証とさらなる検討、日本の大学技術移転機関における技術移転発展モデ
 ルの検討と今後の方向性についてそれぞれの結論を述べている。
 774一
灘灘
灘
灘
…
/
…
雌
 r論文審査結果の要旨」
 日本の産学連携の中で歴史が浅く、日本の大学にノウハウが蓄積されていないものとして、大学研究成果の技
 術移転があげられる。その実績は日米で大きな差が開いている。本論文は、今後の日本の技術移転機関の参考と
 するために、全米の大学TLOにおいて共通に成り立つ一定の基本的な技術移転発展モデルを提案し、検証をす
 ることを主目的としている。そして、最後の章において、その米国大学における技術移転発展モデルを参考とし
 た上で今後の日本における技術移転発展モデルの検討を行い、その方向性を述べており、全文5章からなる。
 第1章は序論である.
 第2章では、まず、先行研究のレビューを行っている。多くの米国TLOに関連する論文、報告書を調査した
 結果が本研究は今までなされていない新規のものであるという結論が得られている。さらに、技術移転発展モデ
 ルの提案を行っている。この提案をするにあたり、技術移転発展モデルを表すのに最適なパラメーターを検討す
 べく、多くのパラメーターについて候補を挙げ検討を行っている。その結果、Ru皿血gRoya1旬収入、趣〇七heぎ
 野pes収入という二つの種類の収入の合計額と割合により表すことができ、その二つのパラメーターにより「創
 成期」、「発展期」、「安定期」の3つの時期わけてモデル化できると提案している。そして、「創成期」→「発展
 期」、「発展期→「安定期」の各発展プロセスの提案も行っている。さらに、技術移転発展モデルを支える基礎
 として費用対効果を考えた理想的知財戦略として技術移転ライセンスサイクルを提案している。これらの提案の
 ように米国技術移転に関連する発展のモデルを提案したものは今までなく、これらの提案は我が国における大学
 技術移転機関にとり、今後の日本の技術移転機関の検討する内容を示した極めて重要な成果である。
 第3章では、第2章において提案をした技術移転発展モデル、技術移転ライセンスサイクルの検証逢行うため
 に、日本の技術移転機関と比較をするに適切と考えられる米国の大学TLOをピックアップし、各大学のライセ
 ンス収入の推移を見ることにより検証を行っている。それによpて、提案した技術移転発展モデルが成り立つこ
 とを明らかにしている。さらに、技術移転ライセンスサイクルの検証も同じく全米において成り立つことを明ら
 かにしている。さらに、技術移転発展モデルの発展プロセスとそのさらなる検討を行うため、先にピックアップ
 した米国大学TLOから4機関を選び出し、訪問を行い、インダビューを行っている。その結果、先に提案をし
 た各発展プロセスが成り立つことがわかり、さらに、各プロセスにおいて発展を加速する重要な要素を指摘して
 いる。これらは、今までになかった技術移転の基本モデルを検証したものであり、今後の日本の技術移転機関(T
 LO、大学知財本部)にとり大学知財戦略の参考となる極めて意義のある成果である。
 第4章では、第3章において成り立つことがわかった技術移転発展モデルを参考とし、日米の技術移転システ
 ムの違いを検討すると共に、日本の技術移転機関4機関を訪問しインタビューを行い、そのコメントと実績デー
 タから日米の技術移転システムの違いを検討し、それらを米国の大学における技術移転発展モデルに加味セた上
 で日本の大学における技術移転発展モデルと、発展を加速する重要な要素について検討し、具体的な結論を示し
 ている。この結論は、今後の日本の技術移転機関(TLO、大学知財本部)の具体的な方策を示したものであり、
 全国の大学にとり、極めて重要な成果である.
 第5章は、結論である。
 以上要するに本論文は、米国の大学における技術移転発展モデルを提案し、それが成り立つことを検証し、さ
 らに、その各発展プロセスにおける発展加速要素について示し、さらにそれらの結論を参考として日米の大学技
 術移転システムの違いを加味した上で、日本における技術移転発展モデルと発展プロセスにおける発展加速要素
 を示し、今後の日本の大学技術移転機関(TLO、大学知財本部)の方策を提言するもので、産学連携研究論、
 産業技術発展論に寄与するところが少なくない。
 よって,本論文は博士(工学)の学位論文として合格と認める。
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